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内容 Contents
原材料及び商品仕入先様用書式記入作成にあたってのお願い



p   2

原材料及び商品仕入先様用包括版　「使用色素（染料、顔料）について」見本
F - A
p   3
原材料及び商品仕入先様用個別版　「使用色素（染料、顔料）について」見本
F – A’
p   4
参考：染色加工企業様工場用　「不使用宣言」見本



F - B
p   5
Comprehensive Nonuse Declaration Sample




F - AE
p   6
Declaration of Nonuse by Dyeing Factories Sample



F - BE
p   7
参考：売買契約書面締結先との宣言書





p   8～9

参考：原材料及び商品仕入先様用包括版　「確認状況報告書見本」

F – C
p  10

原材料及び商品仕入先様用書式記入作成にあたっての御願い

この書式は、基準発行社（例示としてアパレル株式会社）が、その仕入先様各社に対してお渡しし、各部門宛に作成と提出を依頼する書類の書式見本です。自社の社名、住所及び連絡先、発行部署と基準値の数値を選択の上、作成と提出を御願いいたします。
見本では、20μg/g 染料と顔料を対象とする内容で作成してあります。

複数部門より依頼をさせていただいた場合には、その各々の部門宛に提出を御願いいたします。（又は、会社代表窓口宛に一括で提出を御願いいたします。）

仕入先様に基準発行社（例示としてアパレル株式会社）宛に提出を御願いするのは、p3のF – Aです。

基準発行社（例示としてアパレル株式会社）への書類の提出は、直接取引のある仕入先様のみに依頼をしています。導入にあたって（以降、毎年）予め染色加工企業の工場の安全性確認を行い、その確認済み工場での染色加工であることを、素材単位で紐付けて流通させ、最終製品での部材別の安全確認を図ることとしています。各仕入先様におかれても、これらの書式を参照の上、上流工程全般に亘って確実に根拠資料の確認と保持を実施いただきますよう御願いいたします。
F – B 染色加工企業様工場用 「不使用宣言」 については、このJAIC・NBF版「導入キット」第3版以降、不使用宣言の根拠として繊産連で検討されてきた確認三項目を追加し、またその対象を、全染色加工品を対象とした包括的な宣言とし、一年に一度の宣言（提出）を想定して作成しています。

F – C　売買基本契約書が締結されている場合「使用色素（染料、顔料）について」に代える報告書の見本を第５版で追加しています。詳細説明は p 8～９に記載しています。
補足

分析証明書に代えて不使用宣言書としているのは、運用が正しく行われる限りにおいてその担保力は同等とされていることによります。
日本繊維産業連盟のガイドラインはこの不使用宣言方式を採用しています。尚、宣言書式については国際規格が存在し、そのISO17050:2005 に準拠した内容として作成しています。

Notes

These forms are based on Guideline on Nonuse of Harmful Substances for Textiles and Clothing: Requirements by Japan Textile Federation, 2015 version. http://www.jtf-net.com/english/data.htm

Form F – AE and BE are based on ISO 17050:2005 Conformity assessment Supplier´s declaration of conformity Part 1: General requirements. 
Each declaration shall be updated every year.
 F – A（包括版）

　　　　　　　　　　　　　　

　　
繊維輸入商事㈱ 見本
東京本部

東京都中央区日本橋本町1－7－14

 Tel
：　０３（３２７０）０７９２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  Fax
：　０３（３２７０）０７９５

20  年　　月　　日

株式会社○○○○アパレル　御中

繊維輸入商事株式会社

繊維本部

東京都中央区日本橋本町1－7－11

本部長　○○○○　　　　　

印

使用色素（染料、顔料）について

　弊社が輸入し貴社に納入する繊維製品に関しましては、「有害物質を含有する家庭用品規制法」及び日本繊維産業連盟が平成21年12月22日に策定し平成27年9月1日に改訂しました「繊維製品に関わる有害物質の不使用に関するガイドライン」に準拠して、使用している色素（染料、顔料）につき、弊社は、輸入取引先に、所定の試験法によるアゾ基の還元分解の結果、指定される特定芳香族アミン24種それぞれが繊維製品から20μg/g （30μg/g,、mg/kg、ppm）を超えて検出されるアゾ色素（染料、顔料）の不使用を文書等で要請し、製品の品質管理と安全性の向上に努めてまいります。

　

以上

 F-A’（個別版）
繊維輸入商事㈱　見本
東京本部
東京都中央区日本橋本町1－7－14

Tel
：　０３（３２７０）０７９２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Fax
：　０３（３２７０）０７９５

20　　年　　月　　日

株式会社○○○○アパレル　御中

繊維輸入商事株式会社

繊維本部

東京都中央区日本橋本町1－7－11

本部長　○○○○　　　　　

印

使用色素（染料、顔料）について
　このたび貴社に納入する下記商品に関わる使用色素についての書類を入手いたしましたので、下記のとおりご報告いたします。

記

　日本繊維産業連盟が「有害物質を含有する家庭用品規制法」及び日本繊維産業連盟が平成21年12月22日に策定し平成27年9月1日に改訂しました「繊維製品に関わる有害物質の不使用に関するガイドライン」に準拠して、使用している色素（染料、顔料）につき、弊社は、輸入取引先に、所定の試験法によるアゾ基の還元分解の結果、指定される特定芳香族アミン24種それぞれが繊維製品から20μg/g （30μg/g,、mg/kg、ppm）を超えて検出されるアゾ色素（染料、顔料）の不使用を文書等で要請し、その根拠を確認して仕入先名で発行された不使用宣言書を受領しております。

不使用宣言書作成社名：　○○○○貿易公司　　又は○○○制衣工場　等

染色工場名、またはそのコード：Ａ１２３４５６７８号

納入する商品名：

納品書番号；○○○○
以上

　　　　　　



F – B


御中
















発行番号：      
染色・加工の調達基準遵守宣言書（不使用宣言書）見本
発行日/有効期限
：　平成　　　　年　　　　月　　　日/　発行日より1年間

発行者
会社名
：





印


工場名
：



役職
：


氏名：

貴社に納入する染色品は、調達基準書（繊維製品に係る有害物質の不使用に関する自主基準及び参考資料）で示された内容（法規制及び日本繊維産業連盟安全性ガイドライン）の順守を宣言します。

所定の試験法による分析の結果、表１．に定める特定芳香族アミン24物質それぞれが繊維製品１g当たり２0 μg（３0μg/g、mg/kg、ppm）を超えて検出される懸念のある色素（染料、顔料）は、染色・加工の処方構成成分として使用していません。
表１．特定芳香族アミン24物質
	No.
	CAS No.
	物質名称
	No.
	CAS No.
	物質名称


	01
	92-67-1
	Biphenyl-4-ylAmine
	13
	838-88-0
	4,4'-Methylenedi-o-toluidine

	02
	92-87-5
	Benzidine
	14
	120-71-8
	6-Methoxy-m-toluidine

	03
	95-69-2
	4-Chloro-o-toluidine
	15
	101-14-4
	4,4'-Methylene-bis-(2-chloro-aniline) 

	04
	91-59-8
	2-Naphthylamine
	16
	101-80-4
	4,4'-Oxydianiline

	05
	97-56-3
	o-Aminoazotoluene 
	17
	139-65-1
	4,4'-Thiodianiline

	06
	99-55-8
	5-Nitro-o-toluidine 
	18
	95-53-4
	o-Toluidine

	07
	106-47-8
	4-Chloroaniline 
	19
	95-80-7
	4-Methyl-m-phenylenediamine

	08
	615-05-4
	4-Methoxy-m-phenylenediamine 
	20
	137-17-7
	2,4,5-Trimethylaniline

	09
	101-77-9
	4,4'-Diaminodiphenylmethane 
	21
	90-04-0
	o-Anisidine

	10
	91-94-1
	3,3'-Dichlorobenzidine 
	22
	60-09-3
	4-Aminoazobenzene 

	11
	119-90-4
	3,3'-Dimethoxybenzidine
	23
	95-68-1
	2,4-Xylidine

	12
	119-93-7
	3,3'-Dimethylbenzidine
	24
	87-62-7
	2,6-Xylidine


貴社に、「繊維製品に係る有害物質の不使用に関する自主基準及び参考資料」で示された下記の確認を受け、染色・加工の処方成分としての懸念化学物質の安全性確認が出来ています。

1. 工場単位での在庫懸念化学物質の一覧、但し、個別の化学物質の名称や一覧の公表は必須ではない

2. 全ての在庫懸念化学物質の特定芳香族アミン不生成情報の確認と保持、但し、情報のない懸念化学物質は、施錠保管庫等で、誤使用のおそれの無いよう管理

3. 確認された安全性情報は、問題発生時などには、速やかに提供可能

以上
F -AE

Comprehensive Conformity Declaration Sample
(in accordance with Japanese Regulation and the Voluntary Guideline by JTF and 
ISO/IEC 17050-1)
1) No. ...................................

2) Issuer's name: 


..................................................................................

Issuer's address: ..................................................................................




 .................................................................................. 
3) Object of the declaration: All textiles and clothing products supplied by the Issuer
4) The object of the declaration described above is in conformity with the requirements of the Following documents:

Documents No. 
Title 





     Edition/Date of issue

01
Procurement Documents provided by the Order Placer                    
Additional information:
5) Document 01 above is based on Japanese Regulation and the 2015 Voluntary Guideline of the Japan Textile Federation.

Term of Validity is one year, and shall be updated annually.

Signed for and on behalf of:
 ....................................................
 ....................................................
 (Place and date of issue)

6)  .................................................. 
.......................................................................................
 (Name, function) 


(Signature or equivalent authorized by the issuer)
F -BE

Declaration of Nonuse by Dyeing Factories Sample
(in accordance with Japanese Regulation and the Voluntary Guideline by JTF and ISO/IEC 17050-1)
1) No. ...................................

2) Issuer's name: 


..................................................................................
Issuer's address: 


..................................................................................






..................................................................................

3) Object of the declaration: All textiles and clothing products supplied by the Issuer
4) The object of the declaration described above is in conformity with the requirements of the Following documents:
 Documents No. 
Title 





     Edition/Date of issue

01

Procurement Documents provided by the Order Placer 
                     

 Additional information:
5) Document 01 above is based on Japanese Regulation and the 2015 Voluntary Guideline of the Japan Textile Federation.
This document is based on Apparel Corporation. Standards on Nonuse of Harmful Substances for Textiles and Clothing: Requirements

List of colorants (dyes and pigments) stocked in the factory
(Publication of the names of individual colorants or a list is not mandatory.)
Confirmation of the information for all colorant stocks concerning the non-generation of specific aromatic amines, as well as the storage of the information.
(Colorants that lack this type of information shall be kept in locked storage to avoid possible misuse.)
Confirmed safety information shall be ready for prompt submission when problems arise.

 Signed for and on behalf of:
 ....................................................
 ....................................................
 (Place and date of issue)

7)  .................................................. 
.......................................................................................
 (Name, function) 


(Signature or equivalent authorized by the issuer)
参考：売買契約書面締結先との、「宣言書」に代える「確認報告書」について
基本的な考え方
· 購買社と納品社との間に契約書が存在し、納品基準が示されている場合は、示された基準の順守は事前の了承事項であり、宣言書の発行は屋上屋を重ねることとなる

· 不使用宣言書方式は、売買契約が一般的ではない現状に鑑み、導入を提案したもの
· 納品社は、売買契約の当事者として、善良なる管理者の責務を果たすため、業務の適正さを保つ（納品基準を遵守する）責務を負う

· 購買社も、売買契約の当事者として、善良なる管理者の責務を果たすため（納品基準の実現を期すため）、納品社の有害物質の不使用に関する状況の確認を図る責務を負う
· 納品社は、業務の適正化確認を受ける際に購買社毎に異なる方法、時期による実施は大きな負荷となるため、購買社からの事前了解が得られれば、自社の業務の適正化の確認状況を予め示すことが推奨される（購買社の確認責任履行の一助ともなりえる）

· 従って、法制化を機会に、双方で協議のうえ、売買契約を有する場合、下記とすることが推奨される
1. 購買社は、納品基準として、24種の特定芳香族アミンを生成するアゾ色素の不使用とその対象となる品目を明示して支給する（法規制通りの場合も含む）

2. 納品社は、納品基準を満たす納入品についての適正加工（自社サプライチェーンにおける染色企業の根拠確認）状況を記載した書面を提出し、不使用宣言に代え、購買社はその確認義務を遂行している参考資料としてこれを受領する

3. 納品社が提出する書面は、不使用宣言に代え、「確認状況報告書」とする

4. 納品社の書面の提出は、売買契約の締結単位とし、原則一年毎に更新する

5. 担保状況として報告する適正加工確認の状況は、概ね次を行うこととし、該当項目をマークする（複数の手法による場合は複数マークする）
· 自社による仕入先の業務監査

· 第三者機関による仕入先の業務監査

· 自社費用負担での抜取確認試験

· その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

6. 納品社の作成する「確認状況報告書」は（表示の根拠資料の提出の先例に倣い）品質管理部門がある場合には購買社の品質管理を担当する部門宛提出する
（営業窓口毎の提出もあり得るが、管理状況の一元把握を旨として管理部門間でのやりとりが推奨される）

7. 納品社のサプライチェーンの中間介在企業同士でも、上流工程での根拠確認状況を記載した宣言書発行に努める様、納品社は適正な管理を行う

＜参考＞
現状



納品社




購買社





「不使用宣言書」を発行








「不使用宣言書」を受領



一部企業は、自社で抜取試験

一部企業は、自社で抜取試験




　　仕入先を自社で訪問監査

　　仕入先を自社で訪問監査




　　仕入先を第三者に委託監査

　　仕入先を第三者に委託監査



大半の企業は仕入先より宣言書受領のみ
大半の企業は宣言書受領のみ


課題



宣言書は確認状況を示していない

受領宣言書の根拠が不明



確認監査受入は事例が稀


監査不在は善管注意義務不履行となる



売先毎の方法と時期の対応は今後、煩雑化
確認監査実施は要員と力量に難



自社仕入先監査不足は善管注意義務不履行

改定案
納品社





購買社




「確認状況報告書」を発行








「確認状況報告書」を受領



自社の確認方法を記載

記載内容の閲覧で納品社の確認方法が判明



購買社の善管注意義務履行の支援
状況報告書受領で、最小限の確認義務履行可


負荷の大小比較


負荷の大小比較



　確認状況の開示＜個別監査受入
　報告書の閲覧確認＜個別監査実施

実施した確認の項目報告は、監査そのものの履行促進にもつながる


課題



自社購買品の監査レベルの改善

状況報告書の裏付確認監査による牽制









要監査仕入先から抜取試験を検討
 F – C
アパレル・ファッション産業株式会社
東京都中央区日本橋本町1－7－14

Tel：　０３（３２７０）０７９２








 Fax：　０３（３２７０）０７９５
20  年　　月　　日
株式会社○○○○　御中


アパレル・ファッション株式会社



ファッションブランド事業本部



東京都中央区日本橋本町1－7－11



本部長　○○○○　　　　　  印
使用色素（染料、顔料）についての確認状況報告書

弊社が貴社に納入する繊維製品に関しましては、「有害物質を含有する家庭用品規制法」の順守のため、日本繊維産業連盟が平成27年10月01日に公表した「繊維製品に関わる有害物質の不使用に関するガイドライン」に基づき、弊社は、自社の仕入先に、所定の試験法によるアゾ基の還元分解の結果、特定芳香族アミンそれぞれが繊維製品から20 μg/g （30 μg/g、mg/kg、ppm ）を超えて検出されるアゾ色素（染料、顔料）の不使用を文書等で要請し、製品の品質管理と安全性の向上に努めています。

弊社は、貴社の示されたアゾ色素についての基準を満たした製品を納品するため（売買基本契約の契約者の善良なる管理者の責任を果たすため）下記の方法によって、サプライチェーン全般にわたる業務の適正の担保状況を確認していることをご連絡いたします。

□　自社による仕入先の業務監査

□　第三者による仕入先の業務監査
（第三者機関名称：　　　　　　　　　　　　
）

□　自社製品の抜取確認試験

（試験機関名称：　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　  ）

この件のご連絡は、下記宛にお願いいたします。

アパレル・ファッション株式会社　品質管理部

東京都中央区日本橋本町1-7-11

部長　△△△△電話03-xxxx-xxxx　e-mail  zzzz@jafic.co.jp[image: image1.png]
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